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熊本県知事　　　　　　　　　様


年度くまもと型小規模事業者経営発展支援事業補助金交付決定通知書

　　年　　月　　日付けで申請のありました　　年度くまもと型小規模事業者経営発展支援事業補助金については、熊本県補助金等交付規則第４条及びくまもと型小規模事業者経営発展支援事業交付要綱第８条の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので、同規則第６条の規定により通知します。

記

１　補助金の交付対象となる事業及びその内容は、　　年　　月　　日付けで申請があった　　年度くまもと型小規模事業者経営発展支援事業補助金交付申請書（以下「申請書」という。）の記載のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
　　補助事業に要する経費　　　　　金　　　　　　　　　円（税込み）
　　補助事業に要する経費　　　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）
　　補助対象経費　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）
　　補助金の額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）
＜内訳＞※共同申請でない場合は削除
□代表事業者名
　　　　補助事業に要する経費　　　金　　　　　　　　　円（税込み）
　　　　補助事業に要する経費　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）
　　　　補助対象経費　　　　　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）
　　　　補助金の額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）
□共同補助事業者名
　　　　補助事業に要する経費　　　金　　　　　　　　　円（税込み）
　　　　補助事業に要する経費　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）
　　　　補助対象経費　　　　　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）
　　　　補助金の額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円（税抜き）

３　補助事業に要する経費の配分及び配分された経費に対応する補助金の額の区分は、補助金申請書の記載のとおりとする。
４　補助金の額の確定は、補助対象経費の区分ごとに配分された経費の実支出額に補助率を乗じて得た額と配分された経費ごとに対応する補助金の額のいずれか低い額とする。
５　補助事業者は、熊本県補助金等交付規則（昭和56年7月23日規則第34号（以下「規則」という。））、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号（以下、「適正化法」という。））、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年法律第１７９号）及びくまもと型小規模事業者経営発展支援事業補助金交付要綱で定めるところに従わなければならない。
　　なお、これらの規定に違反する行為がなされた場合、次の措置が講じられることに留意すること。
（１）規則第１７条第１項若しくは第２項の規定による交付決定の取消し、第１８条第１項の規定による補助金等の返還又は第１９条第１項の規定による加算金の納付
（２）適正化法第２９条から第３２条までの規定による罰則
（３）相当の期間補助金の全部又は一部の交付決定を行わないこと
（４）熊本県が所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること
（５）補助事業者の名称及び不正の内容の公表
６　上記のほか、本事業の実施にあたっては、熊本県の指示に従うこと。
